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ルーラル地域における公共交通の
維持・再生と交通基本法案
香 川 正 俊
要 旨
少子高齢化の進展と自家用乗用車の普及及び一連の規制緩和政策に伴い, 過疎
地域をはじめとするルーラル地域では地域の再建と生活に不可欠な公共交通が一
層衰退しているが, 自公政権後期になってようやく地域公共交通機関維持・再生
の制度設計が図られた｡
しかし民主党政権に移行した後, 極度の財政削減が行われ, 不採算な地域鉄道
に対する事実上の助成廃止を含む交通政策の大きな転換が進んでいる｡
その反面, 政権は ｢国民等の交通に対する基本的なニーズの充足……(中略)……
交通による環境への負荷軽減｣ 等を理念とする交通基本法の制定を目指しており,
両者に政策的混乱が見受けられる｡
本稿はルーラル地域における公共交通の維持・再生問題を中心に民主党政権の
交通政策を考察し, その問題点を明らかにしようとするものである｡
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はじめに
｢ルーラル地域｣ の定義は様々あるが, ｢人口規模が小さく, 社会経済的主体が低密度に分散
している地域｣) とする福田晴仁氏の見解が的確と思われる｡ 総務大臣, 農水大臣, 国交大臣
が過疎地域自立促進特別措置法 (平成年月日, 法律第号, 平成年月日改
訂, 法律第号)に基づき市町村単位で公示する ｢過疎地域｣ (第条第項)や, 離島振興法
(昭和年月日, 法律第号)に基づく ｢離島振興対策実施地域｣ (第条第項), 山
村振興法 (昭和年月日, 法律第	号)に基づく ｢振興山村｣ (第条第項), 沖縄振
興特別措置法 (平成年月日, 法律第号) に基づく沖縄 (第条第項第号), 半
島振興法 (昭和	年	月日, 法律第	号)に基づく ｢半島振興対策実施地域｣ (第条第
項)若しくは奄美群島, 小笠原諸島その他の中山間地域等はその典型例であろう｡ 多くのルー
ラル地域は雇用創出につながる地場産業を持たず, 域内及び都市部との間を結ぶ公共交通が衰
退した結果, 若年労働力の流出が続き	歳以上の高齢者が自治体総人口の過半数を占める
｢限界集落｣ や ｢準限界集落｣ が一層増加している｡ しかも関係自治体は地方税収の減少に伴
う脆弱な財政力に喘ぎ, 充分な地域振興策を実施できない状況にある｡
同様の地域は都市部にも存在しており, 特に都市の山間部や ｢平成の大合併｣ で併合された
小規模な旧基礎自治体の行政区域では過疎地域と同様の事象が数多く見られる｡ 重要な事柄は,
ルーラル地域に居住する ｢移動制約者｣ の権利をいかに保障するかという問題と, 同地域の振
興には公共交通の維持・再生が不可欠であることである｡
本稿では特に乗合バスと地域鉄道の現状を踏まえ, ルーラル地域における公共交通政策と国
の支援制度並びに交通基本法案の意義と限界について, 民主党と国民新党の連立政権 (便宜上,
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) 福田晴仁著 『ルーラル地域の公共交通－持続的維持方策の検討－』 白桃書房, 	年月, 頁｡
単に民主党政権とよぶ)の対応及び課題を交えて扱おうと思う｡
. 乗合バスと地域鉄道の現状
() 乗合バス
高度経済成長期における政府のモータリゼーション推進策の中で, 公共交通事業者の経営は
悪化の一途を辿り, 乗合バスの路線廃止が相次いだ｡ さらに年月の改正道路運送法
(平成年月日, 法律第号) 施行に伴って需給調整規制が廃止 (第条) され, 退出
(事業・路線の休止又は廃止) は ｢許可制｣ から退出予定日のカ月前までの ｢事前届出制｣
(第条)となり, 原則として撤退の自由が認められた｡ 規制緩和は乗合バス利用者の減少を
加速させた｡ すなわち, 年度の全国輸送人員は最も多かった年度の	％に激減したが,
規制緩和が始まる前年の年度と比べれば
	％減の億万人である｡ なお, 
年度か
ら年度までの乗合バス人平均乗車キロは	から	の間を前後しており, 年
度における国民人当たり利用回数は過去番目の	回 (過去最低は年度の	回,
番目は
年度の	回) に過ぎない｡ また, 年度における乗合バス事業者 (保有車両数
両以上)の収支状況は民営が黒字
(前年度), 赤字(同), 公営が黒字(同),
赤字(同))となっている｡ 運賃値上げが難しい中で事業者は経営上の困難を改善するた
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表－ 乗合バスの輸送人員, 営業収入の推移
(単位億円, 百万人)
年度         
 
営業収入      

 

 
 
 

三大都市圏輸送人員  
 
 
   
  
 
その他地域輸送人員  
 
       
バス事業者 (
) () () () () () () () () ()
(注)  各数値データは, 乗合バスの保有車両数が両以上のバス事業者のデータを採用｡ また,
各年度の ( ) 内の数値は, 当該年度の乗合バス保有車両数両以上のバス事業者の総数
である｡
 三大都市圏とは, 埼玉, 千葉, 東京, 神奈川, 愛知, 三重, 岐阜, 大阪, 京都, 兵庫の集
計値である｡
出所国土交通省自動車交通局資料｡
) 国土交通省自動車交通局旅客課資料 『平成年度乗合バス事業の収支状況について』
				
め不採算路線からの撤退を続け, 年月末には年間廃止キロがはじめて万キロを超え,
年月末にキロ, 	年月末では	キロに拡大, 休止キロはそれぞれ
キロ, 	キロ, キロに達した｡ 休止キロは年月末が最多で年月末以降
は毎年それ程の変化はないが, 	年度は再び上昇に転じている｡ 一方, 許可キロ (営業キロの
増加) は年月末比	年月末時点で約
倍伸びており, 比較的需要の多い都市部で
の新規参入とルーラル地域での退出増加を伺わせる｡
() 地域鉄道
地域鉄道事業も同様である｡ 国鉄分割民営化の際, 国鉄を承継する旅客会社の負担軽減
のため ｢特定地方交通線対策｣ が進められ, 		年月までに特定地方交通線線・

キロのうち線・
キロがバスに, 線・
キロが第三セクター鉄道等に転換さ
れた｡ さらに年月施行の改正鉄道事業法 (平成年月日, 法律第	号)では, 需
給調整規制の廃止 (第条第項)と退出規制の許可制から届け出制への変更 (第条の第
項)が盛り込まれた結果, 表－の通り年度以降	年月日までに全国路線・

キロの鉄軌道が廃止された｡ これ等の大部分は地域の中小鉄道であるが, 規制緩和実施の翌
年にあたる年の中小鉄道は一部廃止が
キロ, 全部廃止が
キロ (年はいずれ
もゼロ), 	年までの累計では一部廃止が
キロ, 全部廃止が
	キロ, 計
キロ)
となっている｡
しかし年から年月までは, 長野電鉄屋台線 (
キロ, 年月廃止決定)
と十和田観光電鉄線 (
キロ, 年月末廃止) を除けば廃止の動きが鈍化しており,
｢Ⅲ ()｣ で扱う年月成立の地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正す
る法律 (平成年月日, 法律第	号, 以下, 改正地域公共交通活性化・再生法とよぶ)
等に基づく ｢鉄道軌道輸送対策事業費補助｣ や, ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣
による国の支援と地域ぐるみの地域鉄道維持・再生策が功を奏したと思われる｡ けれども地域
鉄道の経営は相変わらず赤字であり, 秋田内陸・樽見・神戸電鉄粟生線・北近畿タンゴ鉄道の
各社 (路線)は危機的状況で, ｢鉄道軌道輸送対策事業費補助｣ 実施計画の認定を受けた福井・
若桜・三陸鉄道並びに上下分離方式等の支援策で事業継続を模索する和歌山電鉄・上田電鉄等
も結論を先送りしたに過ぎず, 第三セクター鉄道を中心に今後も存続の是非が議論される地域
鉄道は少なくない｡
香 川 正 俊
――
) 国土交通省鉄道局監修 『数字でみる鉄道』 (財) 運輸政策研究機構, 年月, 頁｡
さらに東日本大震災との関連でいえば, 鉄道軌道整備法 (昭和年月日, 法律第
号) 及び同法施行令 (昭和年月日, 政令第号) に基づき ｢鉄道事業者がその資力
のみによっては当該災害復旧事業を施行することが著しく困難であると認めるとき｣ (法第
条第	項), 国は ｢災害復旧事業に係る工事のため直接必要な本工事費及び附帯工事費鉄道の
復旧事業費に対する一部補助｣ について
	以内を補助 (施行令第条第項)できる鉄道施
設災害復旧費補助制度を定めている｡ しかし同制度は ｢原状回復｣ (施行令第条) を原則と
する予算措置に過ぎず, ｢関係地方公共団体の同額補助｣	) が前提となるため, 三陸鉄道等,
被災鉄道会社の
負担と併せ被災地における資金調達は到底困難である｡
国土交通省は年月, 道路復旧支援や需要に応じたバス輸送力の増強等と共に ｢鉄道
施設の被害状況の把握と早期復旧に務める｣ とする ｢今後の対応方針｣) を発表, 許認可の規
制緩和とバスや鉄道に対する既存支援制度の弾力的運用を進め, 第次補正予算で必要な経費
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	) 鉄道施設災害復旧費補助要綱｡
) 東日本大震災における本部事務局 『東日本大震災における国土交通省の今後の対応方針』 国土交通
省, 年月日｡
表－ (平成) 年度～(平成) 年月日までに廃止された鉄軌道
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を要求することとした｡ また同省は年月日, 被災鉄道各社の脆弱な経営基盤並びに被
害の広域性に鑑み, 三陸鉄道, 仙台空港アクセス線, 阿武隈鉄道, ひたちなか海浜鉄道, 鹿島
臨海鉄道大洗鹿島線の第三セクター鉄道会社に対し, 復旧費用のを国庫補助とし, 残る
は関係自治体への特別交付金で措置することになった｡
阪神淡路大震災の場合は補助率の嵩上げ等はなされておらず, 被災鉄道が大震災復興のシン
ボルになったことから, 政治的判断が働いた結果としても, 今後の大規模災害復旧事業の在り
方に大きな影響を与えると思われる｡
. 過疎関係自治体の現状と公共交通政策上の課題
() 過疎関係自治体の状況
過疎地域自立促進特別措置法第条は, ｢過疎地域｣ の定義を詳細に定めているが, ｢人口の
著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し, 生産機能及び生活環境の整備等が他の地
域に比較して低位にある地域｣ (第条)と捉えるのが妥当と思われる｡ 過疎地域では年
代前半に緩やかになった人口減少が再び加速し, 著しい高齢化の進行と併せて存続が危惧され
る集落が増加する等, 諸々の課題が一層深刻さを増した｡ 同地域は国民全体の安全・安心な生
活を支える重要な公益的機能を有しており, 過疎対策の推進に当たっては, 同機能に関する国
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図－ 産業別就業者数の推移
(注) 	国勢調査による｡
	過疎地域については年月日現在｡
	
(平成) 年については, 一部過疎地域の内データを取得できない区域について過疎地域から除
外した｡
出所『平成年度版過疎対策の現況について』 総務省自治行政局過疎対策室, 年月, 頁｡
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民的認識を高め, 過疎地域の住民の生活向上を図る実効性ある対策を講ずる必要がある｡ 過疎
対策を切れ目なく実施するための現行過疎法を拡充・延長する過疎地域自立促進特別措置法の
一部を改正する法律案は, 各党間の協議を経て取りまとめられ, 年月日衆議院総務
委員会委員長提案の形で国会に提出, 当日の衆議院本会議に緊急上程され, 月日の参議
院本会議において全会一致で可決・成立した｡ 同法は月日に公布, 年月日に施行
されている｡
年国勢調査によれば, 過疎地域の面積は全国の％を占めるが人口は		％に過ぎ
ない｡ しかし
万人が生活しており決して軽視できない地域である｡ 同地域では歳以
上の高齢者比率 ％ (全国平均 ％) に対し, 歳～歳の若年者比率は ％ (同
％) となっており, 他地域と比べ少子高齢化がかなり進んでいる｡ また年月時点の
過疎関係市町村は(全市町村の％)) を数える｡ 一方, 過疎地域における産業別就業
人口の割合及び産業別就業者数の推移をみると, 産業別就業人口の割合は年から年の
年間に第一次産業就業者が	％ (全国平均％) から％ (同％) と大きく減少
し, 第二次産業は ％ (同 ％) から ％ (同 ％), 第三次産業では ％ (同
％)から％ (同	％)) にまで増加している｡ ともあれ産業別就業者数の推移は図－
の通りであり, 過疎地域の産業衰退を伺わせる｡
過疎地域では医療・福祉の立ち後れも深刻で, 年月現在の人口万人当たり医師数
は全国平均人に対し人で, 年月現在の無医地区は(全国平均), 無
医地区を有する市町村は(同) と高く, 	年度の市町村当たり特別養護老人ホ―ム数
は	(同)	) に過ぎない｡ しかも年月の調査では, 過疎地域等にある
集落の
うち, 歳以上の高齢者割合が％以上の集落数は
で, 集落が年以内に消滅
する恐れがあり, 
集落がいずれ消滅する恐れがあると予想) され, 過疎関係市町村は生
活基盤・住民生活・産業基盤等の集落維持対策を強化している｡ 但し, 大都市住民を中心
に％の国民が過疎地域住民との交流を望んでおり), 居住環境を活かした観光開発を手
ルーラル地域における公共交通の維持・再生と交通基本法案
――
) 総務省地域力創造グループ資料 『過疎対策の現状と課題』 過疎対策室, 年月	日, 	頁～
頁｡
) 『過疎対策の現状と課題』, 年月日, 頁｡
	) 総務省自治行政局過疎対策室 『過疎地域における医療の確保について』 同対策室, 年月, 
頁｡
) 地域力創造グループ資料 『過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書』 総務省過
疎対策室, 年月, 頁～	頁｡
) 総務省自治行政局過疎対策室 『都市から地方への移住・交流の促進に関する調査報告書』 同過疎対
策室, 年月, 	頁｡
がける市町村も多い｡
けれども年度地方財政状況調査による過疎関係市町村の平均財政力指数は(全市
町村平均))と低く, 年月現在の財政力指数が超の同市町村	％に対し, 	
以上以下は	％, 以上	未満が	
％と最も多く, 以上未満％と続
き, 未満の過疎関係市町村も	％存在する｡ しかも地方税収入は％ (同	
％) と
自主財源が極めて脆弱)で, 地方交付税	％ (同％), 国庫支出金％ (同％),
都道府県支出金％ (同％), 地方債
％ (同
％) の各収入に依存せざるを得ない状
況にある｡
() ルーラル地域における自治体公共交通政策の課題
ルーラル地域の自治体は, 公共交通の維持・再生を最重要施策のつに掲げる必要がある｡
その際, 単なる住民の移動を保障するだけでなく, 地域振興に不可欠な ｢装置｣ と考え, 地域
づくりの一環としての観点から各種施策を作成・実行しなければならない｡ 加えて重要な事柄
は ｢移動制約者｣ の増加のみならず, 表－３に示すような高齢者による自動車事故の多発であ
る｡ 公共交通が廃止されたり, 著しく不便な地域においては高齢者も自家用乗用車等を使用し
なければ移動できず, 必然的に事故の多発に直結する｡ 従って, 公共交通には子供や高齢者の
生命を守る役割が求められる｡ しかし, 財政力の脆弱なルーラル地域の自治体では当然実行可
能な事柄と不可能な事柄があり, 基礎自治体を中心とする適正な国と地方の役割分担の確立及
び行財政権の移譲がなされるまでは国の充分な支援が欠かせない｡
但し, 道路整備と自家用乗用車利用に関する従来型の自治体交通政策は改めなければならな
い｡ 過疎地域自立促進特別措置法は基幹道路の整備 (第条)を詳細に規定するほか, ｢国と
関係地方自治体の適切な役割分担と協調関係｣ を前提に ｢住民の生活の利便性の向上等を図る
ため, 地域住民の生活に必要な旅客輸送の安定的な確保について適切な配慮をする｣ (第条)
と定めている｡ 地域住民の移動の確保と共に経済の活性化と産業の振興を進め, 地域間交流を
促進し, 自立促進に資する道路整備は不可欠で, 国が道路の新設・改良に要する費用の
以内を補助 (道路法第条, 同法施行令第条)するのは理解できる｡ 年月時点にお
ける市町村道の整備水準は車線以上の区間が	％ (都道府県道％), 自動車交通不能
香 川 正 俊
――
) 『平成年度地方財政状況調査』 総務省自治財政局, 年月｡
) 総務省自治行政局過疎対策室 『平成年度版過疎対策の現況について』 同対策室, 平成年
月, 頁, 頁｡ 過疎対策研究会編 『過疎対策データブック 平成
年度過疎対策の現況』 東京官書
普及株式会社, 年月, 頁～頁｡
区間延長はキロ (同	キロ) であり, 歩道設置区間の整備率
％ (同
％))
という実情に鑑みれば, 病院・通勤・通学等に資する生活道路の整備は欠かせないからである｡
けれども過疎地域の市町村道改良率は, 年の		
％ (全国平均	
	％)から年には
既に
％ (同
％)に改善され, 舗装率も
％ (同
	％)から
％ (同
％)に
進捗し, 全国平均と比べて遜色のない状況に至っている｡ また自動車 (＝全種類の自動車)に
よる年度比年度時間距離についても, 過疎地域関係市町村庁舎から広域市町村圏中心都
市市街地まで時間以内でアクセス可能な市町村は
％から
％ (	時間以上は	
％)
に, 高速道路インターチェンジまでは
	％から
％ (同
％) に達し, 都道府県庁ま
でも
％から	
％ (同
％) と大幅に改善された｡ 従って, 都道府県庁までのアクセ
スを除いた過疎地域の道路整備には公共交通機関の維持・再生を中心とする優先順位付けと選
別が必要である｡ さらに過疎地域に通じる ｢地域高規格道路｣ の建設や ｢高規格幹線道路との
ルーラル地域における公共交通の維持・再生と交通基本法案
――
) 道路行政研究会編 『道路行政 平成	年度』 全国道路利用車会議, 	年月, 			頁, 		頁,
	頁｡
表－ 自動車等運転者年齢別交通事故の件数の推移 (第当事者)
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連携道｣ 等といった過疎地域自立促進特別措置法に基づく事業の実施には慎重さが肝心で, 自
家用乗用車利用に偏った道路整備は厳に慎むべきである｡ しかし現状では, 国道や都道府県道
が存在する地区において道路整備を進めたり, 自家用乗用車による朝夕の限定された時間帯の
｢渋滞緩和｣ や ｢近道｣ の整備を目的とする事例, さらに近年は市町村合併に伴い ｢地域間ア
クセスの改善｣ を理由とした新たな道路整備が常態化している｡
年全国消費実態調査によれば, 全国で人以上の世帯のうち％の世帯が何らかの
自動車を持ち, ％の世帯が台以上所有していた｡ 当然ながらルーラル地域を多く抱える
県ほど保有率が高く, 	％の世帯が自動車を所有する東京都に対し, 地域公共交通が著しく
衰退した群馬県では	
％の世帯が所有, 台以上の世帯が
％)となっている｡ このう
ち一世帯当たりの自家用乗用車は総人口の伸び悩みもあり, 	年を頂点として年度末には
減少に転じたが, 	年現在の全国平均は台 (道府県で台以上) を維持しており, 
台未満は東京, 大阪, 神奈川, 京都及び兵庫の都府県に止まる｡ 公共交通機関の発達度に影
響された結果でもあるが, 特に大都市圏内の都市内輸送では	年頃から公共交通機関分担
率が下げ止まりの傾向もみられる｡ しかし, 公共交通機関が脆弱なルーラル地域の一世帯当た
り自家用乗用車保有台数は相変わらず高く, 最高の福井県は
	台で, 最も少ない東京都の
	
台)とはかなりの開きがある｡ また, 過疎化の進行や少人数世帯の増加によって再び自
家用乗用車の保有率が上昇する可能性も否定できない｡
ルーラル地域では, 自家用乗用車を保有しなければ通勤・通学, 買い物等の日常生活に大き
な支障を来す状況があり, 生活上不可欠の移動機関であることは間違いない｡ けれども, 自家
用乗用車保有率が高すぎれば高齢者の事故多発を誘発すると共に公共交通機関の衰退を招き,
｢移動制約者｣ の増加だけでなく当該地域の疲弊に直結する｡ 従って, 関係自治体が地域づく
りの一環として公共交通を維持・再生するには, 都市部はもちろんルーラル地域においても公
共交通機関の利便性向上と併せ, 自家用乗用車の思い切った不便化を図り, 将来的に地域公共
交通に代替する方向で政策を立案・調整しなければならないと考える｡
香 川 正 俊
――
) 日本統計協会編 『統計でみる日本	』 同協会, 年月, 頁｡
) 『統計でみる日本』 年月, 頁及び自動車検査登録情報協会資料｡
. 地域交通の役割見直しと国による公共交通政策上の問題
() ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣ 制度の廃止
近年, 乗合バスや地域鉄道が当該地域に果たす役割に対する再評価が高まり, 撤退の自由を
中心とする規制緩和政策が事実上見直され, ｢地域公共交通の活性化及び再生のための地域に
おける主体的な取組及び創意工夫を総合的, 一体的かつ効率的に推進し, もって個性豊かで活
力に満ちた地域社会の実現に寄与すること｣ (第条) を目的とする地域公共交通の活性化及
び再生に関する法律 (平成年月日, 法律第号)が制定された｡ 同法による地域交通
の活性化・再生政策の実施と, 年月成立の改正地域公共交通活性化・再生法に基づき
｢公有民営｣ 方式による地域鉄道事業の新たな形態を模索する道筋が拓かれたことは, 国の支
援拡充と共に乗合バスや地域中小民鉄の維持及び経営改善に繋がるものとして期待された｡ と
りわけ ｢鉄道軌道輸送対策事業費補助｣ 制度と共に地域公共交通の維持・再生の中核となる
｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣ 制度は重要である｡ 同制度は, 改正地域公共交
通活性化・再生法第条第項に定める ｢地域公共交通総合連携計画｣ を策定するために必要
な調査及び同計画に包含される鉄道・バス・旅客船・航空等の多様な事業の具体化のために必
要となる事業の実施に要する経費の一部を補助するもので, 市町村, 公共交通事業者, 道路管
理者等で構成する ｢法定協議会｣ (第条) を補助対象者とし, 国が一括補助することにより
地域の創意工夫ある自主的な取り組みを促進し, 地域公共交通の活性化及び再生を図る新たな
施策である)｡
改正地域公共交通活性化・再生法等の制定と ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣
制度は, 高齢化や過疎化の進行等で経営が一層逼迫し, 事業者努力では立ち行かなくなった公
共交通を維持・再生させる性格を有しており, ｢事業者任せ｣ から ｢地域ぐるみ｣ の取り組み
へ転換を図るものであった｡ しかし, ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣ 制度は
｢Ⅳ｣ で扱う民主党政権の ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ 制度の創設によって輻輳し,
年度までの経過措置を設定した上で, 年度をもって廃止されたのである｡ その結果,
億円の累積赤字を抱える長野電鉄屋代線は住民の強い反対を受けながら, 経営の継続が困
難と判断され年の廃止が決定した｡ 十和田観光電鉄線の場合は多額の累積赤字に加え, 今
後年間に必要な億	
万円の追加資金が賄えず, 年の東北新幹線全線開業と翌年
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) 詳細は拙稿 ｢第三セクター鉄道の現況と国の新たな補助制度｣, 香川正俊・澤喜司郎・安部誠治・日
比野正己編著 『都市・過疎地域の活性化と交通の再生』 成山堂書店, 年月, 頁～頁を参
照のこと｡
の東日本大震災による被害が廃止を決定付けた｡ 神戸電鉄栗生線は ｢沿線地域における重要な
交通手段であるとともに, 地域間の交流や活性化にも大きな役割を担う神戸電鉄粟生線におい
て, 神戸電鉄をはじめ, 沿線住民や自治体等の関係者が一体となって利用促進策を展開するこ
とにより, 地域に親しまれ, 地域と共に歩む, 持続的・安定的な路線維持と活性化の実現｣)
を図るため, 年度, ｢神戸電鉄栗生線地域公共交通総合連携計画｣ が ｢地域公共交通活性化・
再生総合事業｣ の対象事業に認定)され, 事業者と神戸市, 三木市・小野市国及び県並びに
住民等で構成する ｢神戸電鉄栗生線活性化協議会｣ が補助金を受けた｡ けれども年月,
行政刷新会議の ｢事業仕分け｣ における ｢存続は各自治体の判断に任せる｣ との結論を受けて
年月に国土交通省が ｢廃止｣ の方針を打ち出し, 補助金支出を年度で打ち切ったため
廃止が濃厚になっている｡ 補助金打ち切りは当該鉄道や地元自治体関係者にとって予想外の措
置であり, 全国の地域鉄道事業者に大きな衝撃を与えた｡ このように, 民主党政権の公共交通
維持・再生政策は単に ｢無策｣ というより, 新自由主義に基づく規制緩和政策を踏襲したと思
われるほど昏迷を極めている｡
() 民主党政権による予算縮減策と交通政策の後退
ルーラル地域を中心とした公共交通の維持・再生に関する各種補助制度は基本的に自公政権
時に創設されたものであり, 民主党政権はしばらく独自の有効な施策を打ち出せなかった｡ む
しろ年度予算策定段階においても公共交通維持・再生に逆行する政策上の後退事象が見
受けられる｡ すなわち地域鉄道の維持・再生を図る国の ｢鉄道軌道輸送高度化事業費補助｣
(鉄道軌道輸送対策事業費補助)制度の一環として, 保安度の向上に資する設備の整備等であっ
て, 老朽化した施設を補助対象とする年度新設の ｢計画安全事業｣ と, 補助対象者が実施
する輸送の継続に必要な設備の整備に補助される翌年新設の ｢輸送継続支援事業｣ は年度
をもって ｢安全輸送設備整備事業｣ に統合された｡ しかも, 年度予算編成に係わる ｢事業
仕分け｣ の過程で安全確保のための設備整備のみが認められ, 車両の冷暖房化, ワンマンカー
設備, 乗車案内用表示装置, 放送案内装置等のサービス向上に関する各種事業が補助対象外と
なっている｡
これ等の設備整備は他の補助制度で対処可能なものもあるが不可能な設備も多々あり, 経営
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) ｢地域公共交通活性化・再生総合事業認定状況・事例一覧 (平成年度)｣ 国土交通省鉄道局｡
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) 近運鉄計第号 ｢地域公共交通活性化・再生総合事業計画の認定および平成年度補助金交付決
定について｣ 国土交通省近畿運輸局, 年月日｡
難の続く地域鉄道事業者の負担を拡大せしめた｡ バス事業に対しても, オムニバスタウン整備
総合対策事業, 公共車両優先システムの導入等を対象とする ｢自動車運送事業の安全・円滑化
等総合対策事業｣ 補助金が ｢事業仕分け｣ で一時廃止対象に認定された経緯がある｡ これ等は
素人集団による予算縮減策の弊害に他ならない｡
年度予算内容を見れば, 現政権の姿勢が一層明瞭に伺える｡ 例を挙げるとバス事業で
は ｢地方バス路線維持対策｣ に対する国の補助は億円 (前年度当初予算比％減), ｢地
域のニーズに応じたバス・タクシーに係るバリアフリー車両の開発｣ 補助億円 (同％減),
｢車両の安全対策｣ 補助	
億円 (同％減), 鉄道事業においては ｢鉄道軌道輸送対策事
業費補助｣ 億円 (同％減), ｢鉄道施設総合安全対策事業費補助｣ 
億円 (同％減),
｢鉄道災害復旧事業費補助｣ 億円 (同％減) と地域公共交通に不可欠な各種補助金が
軒並み削減されており, 地域鉄道, コミニュテイバス, 乗合タクシー, 旅客船等多様な地域公
共交通の維持・再生事業に一括支援する ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣ も	
億円 (同％減)に減額)された｡ ｢徹底的な無駄の排除｣ を至上課題とした民主党政権の初
歩的な失策かも知れないが, 無知に基づく過度の予算削減はルーラル地域に不可欠な公共交通
の維持・再生を一層困難にしたといえる｡
() 補論 第三セクター鉄道と ｢貨物調整金｣ 問題
関係に関しては本稿では扱わないが, 並行在来線の ｢貨物調整金｣ は整備新幹線建設に
伴いの経営から分離され, 新たに設立された第三セクター鉄道事業者にとって重要な問題
である｡ 第三セクター鉄道等の路線を走行する貨物の線路使用料は, アボイダルコストルー
ルに基づく料金のみでは不十分なため, 年度より ｢貨物調整金｣ が支払われているが, 同
調整金を受けても ｢特に, 貨物鉄道ネットワークを維持管理するために, 並行在来線の旅客輸
送の密度からすると不均衡なほどの大規模な鉄道施設を維持管理する必要があるなど, 依然と
して並行在来線事業者 (筆者注貨物が並行在来線を経営する第三セクター鉄道事業者等)
の負担は重｣) く, 第三セクター鉄道等の事業者や沿線自治体から一層の制度拡充が求められ
てきた経緯がある｡ しかも例えば ｢青い森鉄道｣ の線路を走行する貨物は北海道経済を支
える大動脈であり, 地域経済の維持・活性化の観点からも同調整金の拡充は不可欠と考える｡
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) 国土交通省鉄道局 『平成年度鉄道関係予算決定概要』 年月, 同省自動車交通局 『平成
年度自動車関係予算決定概要』 年月, 同省鉄道局 『平成年度鉄道関係予算決定概要』 
年月, 同省 『平成年度国土交通省関係予算概要』 年月より｡
) 参議院国土交通委員会調査室・廣瀬亮太稿 ｢鉄道建設・運輸施設整備支援機構の利益剰余金等を活
用した鉄道施策の推進｣, 『立法と調査
』, 参議院事務局企画調整室, 年	月, 頁｡
従って建設勘定に繰り入れられる上限億円の ｢貨物調整金｣ は貨物に対し, 年度
に交付された同調整金が約	億円であったことを考慮しても大幅な制度的改善といえる｡
けれども本施策の期間は年間であり, その後の適切な措置が行われるかどうか疑義が生じ
る｡
ともあれ既述したように, 民主党政権は ｢地方バス路線維持対策｣ や ｢鉄道軌道輸送対策事
業費補助｣ 等の諸事業はおろか, 始まったばかりの ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補
助｣ 制度をも全面見直しの対象とし, 年度予算編成過程において新たな制度設計に着手す
るのである｡ その目的は ｢地域主権｣ の一環として, 後述する ｢交通基本法｣ の制定と公共交
通関連補助金の一括交付金化にあった｡
. 民主党政権による新たな交通政策と補助制度の改革
() ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ の創設

年の政権交代後, 年度予算 (当初予算, 以下同じ)は民主党政権が自ら編成作業に取
り組んだ初めての予算である｡ 国土交通省は同年度予算について ｢成長戦略の実現｣, ｢予算配
分の重点化｣ 及び ｢歳出の効率化・合理化｣ という民主党の基本方針を受け ｢既存の事業を抜
本的に見直すとともに, 年	月に策定された 『国土交通省成長戦略』 の実現をはじめ, 確
固たる戦略の下に大胆に予算を組み替えることによって, 新しい時代に対応しながら, 我が国
を牽引する国土交通行政へと大きく転換を図るもの｣
) と位置づけ, 後に述べる ｢交通基本法｣
の実効果として, 図－
に示す通り, 従来の地域公共交通に係る補助金等の支援策を一本化し
た ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ を ｢地域公共交通の確保・維持・改善の推進～生活交通
サバイバル戦略～｣ の名称で創設することとし, ｢元気な日本復活特別枠｣ から	億円
(予算要求額は	億円)が認められた｡ 同戦略の政策意図は①生活交通の存続が危機に瀕して
いる地域等において地域の特性・実情に最適な移動手段を提供し, ②バリアフリー化やより制
約の少ないシステムの導入等を図り, ③地域公共交通の確保・維持・改善を支援するというも
ので, そのため, ④期間限定の補助や事後的な欠損補助制度を抜本的に見直し, ⑤地域公共交
通に対する国の予算を統合し, ⑥公共交通が独立採算では確保できない地域等において地域の
特性に応じて効率的に確保・維持するために必要な支援を ｢一体的に行うための制度が設計｣

)
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) 国土交通省 『平成
年度予算決定概要』 同省, 
年
月, 
頁｡


) 野和彦稿 ｢平成
年度国土交通省予算のポイント｣ 参議院常任委員会調査室 『立法と調査
』 同室, 
年
月, 	頁｡
された｡ また, 支援に当たっては民主党が掲げる ｢地域主権｣ の趣旨を踏まえ, 国は地域の多
様な関係者による議論を経た地域交通に関する計画等に基づき, 実施される取り組みを支援す
るとある｡
地域公共交通の確保・維持・改善を図る新たな補助制度は, ｢地方バス路線維持対策｣ や
｢鉄道軌道輸送対策事業費補助｣, ｢地域公共交通活性化・再生総合事業｣ 等つの補助制度を
一本化し, 国 (地方運輸局等)や関係自治体 (都道府県・市町村), 関係交通事業者及び住民等
で構成する ｢地域協議会｣ に補助金を一括交付し, 地域の実情に見合った使途を自主的に決定
する協議及び実施主体と位置づけた調整が行われた｡ なお, 鉄軌道や乗合バスの確保・維持・
改善を図る同協議会は, 年を計画期間として ｢地域間幹線系統確保維持計画｣ を策定する都
道府県主催の ｢都道府県協議会｣ と, 同じく年間の ｢地域内フィーダー系統確保維持計画｣
を策定する市町村主催の ｢市町村協議会｣ に分けられるが, 地域・分野ごとの分科会の設置や
複数市町村による合同協議会の設置及び ｢地域間幹線系統確保維持計画｣ と ｢地域内フィーダー
系統確保維持計画｣ の一本化も可能である｡ さらに, 改正地域公共交通活性化・再生法に規定
する ｢法定協議会｣ としての ｢見なし措置｣ が行われる｡ けれども新制度は ｢地域協議会｣ と
既存の ｢法定協議会｣ との相違や利点が不明確であるだけでなく, 事実上, 不採算な鉄道や路
ルーラル地域における公共交通の維持・再生と交通基本法案
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線バスから予約方式の乗合タクシー等への転換を促す性格を有しており, 必ずしも既存の公共
交通機関の維持・再生にはつながらず, むしろ鉄道や一定の路線バスを廃止し, ｢より効率的
な｣ 言い換えれば費用負担を極端に抑制した交通手段に収斂させる安易な方法を踏襲する可能
性を包含している｡
() ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ の問題点
新制度の創設によって補助金は整理・統合され, 補助金総額は年度比で約％増加し,
一部は市町村内の地域交通にも充てられるようになった｡ しかし国土交通省関係者は億
円の補助総額に関し, 	年
月のから年月日現在	(市	
, 町	, 村

) にまで統合された市町村合併)の弊害もあり ｢従来型の幹線バス等への補助に費やされ,
ルーラル地域の小規模地域公共交通にはほとんど充当されないだろう｣) と予想している｡ ま
た ｢政府による補助金支出には, 使途に関する責任を伴う｣) とする財務省の主張を受け, 国
が使途を制約する補助金を廃止し, 関係自治体の裁量に委ねる一括交付金方式を年度から
段階的に導入する方針を定めた ｢地域主権戦略大綱｣ (年月日, 閣議決定)にかかわ
らず, 同方式の導入を断念せざるを得なくなり, 国土交通省が使途や交付要件を詳細に規定)
する従来の制度が温存されたのである｡ ルーラル地域において維持される公共交通機関は主
に路線バスと離島航路になるが, 例えば路線バスに関しては, 補助金交付要綱	)に①複数市
町村にまたがる系統であり, ②都道府県庁所在地, 広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤
が整備されていると認められるものとして, 生活交通ネットワーク計画に記載され, 国土交通
大臣の認定を受けたものへの需要に対応して設定される系統であること, 及び③日当たりの
運行回数が回以上で計画されており, ④輸送量が人～人／日と見込まれること (地域
間幹線系統), ①補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統若しくは過疎地域等, 交通不
便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること, ②半径以内にバ
スの停留所, 鉄軌道駅, 海港及び空港が存しない集落並びに市街地及びその他の交通不便地域
として地方運輸局長が指定する地域の住民等の移動確保のための地域間交通ネットワークのフィー
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) 『市町村合併資料集』 総務省自治行政局, 頁｡
) 国土交通省総合政策局ヒアリング, 年月｡
) 同上｡
) 『地域公共交通確保維持改善事業について』 国土交通省関東運輸局, 年月｡
	) 『地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱』 平成年月日, 国総計第	号国鉄財
第
号国鉄業第号国自旅第号国海内第号国空環第号｡ 平成年月	日, 国総
計第号国空事第
号｡
ダー輸送であること, ③年月日以降に新規に実証運行若しくは本格運行を開始する系
統, または新規に地方公共団体が支援を開始する系統であること等 (地域内フィーダー系統),
④市町村ごとの国庫補助金の交付額は, 各補助対象市町村の地域内フィーダー系統に係る補助
対象経費額のと, 補助対象市町村ごとに算定される国庫補助上限総定額のいずれか少な
い方の額以内の額とする等, 詳細な交付条件が記載されている｡
年度までの各種補助事業と補助額及び新制度である ｢地域公共交通確保維持改善事業｣
に基づく事業並びに予算額の変化は図－に示すが, 予算案決定 (予算成立は年月
日)に当たり ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ の目的は, 国土交通省総合政策局が予算を所
掌する路線バス関係の場合, ｢存続が危機に瀕している生活交通のネットワークについて, 最
適な交通手段であるバス交通, デマンド交通, …… (中略) ……の確保維持のため, 地域の多
様な関係者による議論を経た地域の交通に関する計画等に基づき実施される取組を支援｣) す
ることとあり, 路線バスの維持・再生にこだわっていない｡ 地域鉄道関係の場合は ｢平成
年度予算にあった鉄道軌道輸送対策事業費等補助金のうち, 輸送対策及び	
に係る施策と,
交通施設バリアフリー化設備等整備費補助金のうちバリアフリー化及び生活支援機能向上に係
る施策については, 新たに創設される地域公共交通確保維持改善事業 (総合政策局)において
支援｣) するとなっており, 地域鉄道の維持・再生は ｢地域公共交通に係る予算を統合した上
で, 公共交通が独立採算では確保できない地域等において地域特性に応じ効率的に確保・維持
されるために必要な支援を行う｣) とする総合政策局の判断に委ねられた｡
役割分担に基づく公共交通機関の適切な選択・配置を確保するには原局ごとに予算をつける
のは弊害が生じるため, ルーラル地域における公共交通の確保・維持・改善を総合政策局の所
掌事務とするのは理解できる｡ 乗合バスや地域鉄道が不必要な地域, あるいは適正な代替公共
交通機関の整備が可能な地域においては乗合バスや地域鉄道の維持・再生を図る必要性はない｡
けれども ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ の目的は ｢最適な交通手段｣ の確保・維持にあり,
前述したように維持費がかかる鉄道や路線バスから予約方式の乗合タクシーやデマンドバス等
への転換を促す性格を有する｡ しかし, ｢不採算ではあるが必要な公共交通｣ は当然ながら維
持・再生しなければならず, 社会的便益を軽視し, ｢効率性｣ で存廃を決めるのは間違いであ
る｡ さらに ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ 制度と改正地域公共交通活性化・再生法等に基
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―
) 『平成年度総合政策局関係予算』 決定概要』 国土交通省総合政策局資料, 年月, 頁｡
『平成年度自動車交通局関係予算概要』 国土交通省自動車交通局資料, 年月, 頁｡
) 『平成年度鉄道局関係予算概要』 国土交通省鉄道局資料, 年月, 頁・頁・頁｡
) 前掲 『平成年度総合政策局関係予算決定概要』, 頁｡
づく ｢地域公共事業活性化・再生総合事業計画｣ 制度との関係に関しては, 年度までに
地方運輸局長等の認定を受けた総合事業計画に係る事業 (計画事業) であって, 既に事業に着
手しているものについては, 年度に限り, 従前の補助メニューに従って支援を実施すると
あり, ｢朝令暮改｣ の批判はもとより現場に混乱が生じる恐れがある｡
ともあれ, 乗合バスや地域鉄道に対する ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ の共通点は ｢交
通基本法関連施策の充実｣ として捉えられていることである｡
｢交通基本法｣ は今後ルーラル地域における公共交通機関維持・再生の要になる非常に重要
な法律であり, 政権交代に繋がった年の総選挙における民主党のマニュフェストでも重
要な案件に位置づけられた｡ 以下, 同法案の成案に至る経緯と課題を検討したい｡
. 交通基本法案の策定経緯と民主党政権の課題
() 中間整理・基本的考え方と ｢移動権｣ 是認の方向性
国土交通省は人口減少・少子高齢化の進展と地球温暖化対策等の諸課題に対応するには ｢交
通政策全般に係わる課題, 交通体系のあるべき姿, 交通に関する基本的な法制度や支援のあり
方などについて, 積極的に検討を行っていくことが必要｣ との観点から, 今後の基本的な交通
政策を規定する根拠法の策定を目指し, 年月に ｢交通基本法｣ の制定に向けた ｢交通
基本法検討会｣ を設置, 有識者や事業者等のヒアリング及び意見募集 (提出意見数は) を
行い, 年月末に ｢中間整理｣) を発表した｡ ｢中間整理｣ のポイントは①移動権の保障と
支援措置の充実, ②環境にやさしい交通体系の実現, ③地域の活力を引き出す交通網の充実に
おかれたが, 年の第回国会で審議未了廃案になった後, 年の第回臨時国会で民
主党・社民党が共同提出し, 年の第回通常国会での衆議院解散に伴い廃案となった交
通基本法案 (以下, 旧法案とよぶ)を基本としている)｡
中間整理の内容は①自転車, バス, 路面電車, 鉄道等が充実した ｢歩いて暮らせるまち｣ を
目指し, ②交通分野に地球温暖化対策を位置づける (旧法案第条関係)必要があり, ③過疎
地域や離島等の住民にも ｢移動権｣ (旧法案第条関係) を保障すべきで, ④そのため地域公
共交通の維持・再生及び活性化が求められるというものである｡ さらに具体的な施策として⑤
移動手段の確保等については基本的に住民, 自治体, 交通企業等, 地域の関係者が望ましい姿
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) 『交通基本法の制定と関連施策の充実に向けて－中間整理－』, 年月｡
) ｢移動権｣ または ｢交通権｣ の意義等については別の機会に譲る｡
を構想し, 持続可能な方策を構築すること, ⑥国は支援措置の基本を地域の自主性の尊重に置
き, 地方との連帯を通して拡充・再構築する, ⑦国の補助制度は, 自治体や交通企業等による
地域の協議会の自主的な取組みに対して一括交付する仕組みに改める等が盛り込まれている｡
国と地方の役割分担において, 地域公共交通のあり方を地域に委ね, 地域主体の施策策定・実
施を国が支援する方向性は基本的に正しいと考える｡
特筆すべき事柄は, 法律の根幹に ｢移動権｣ をすえたことである｡ 憲法第条 (生存権)を
根拠にしたようであるが, 国民の移動を権利として認めれば, 国や関係自治体に公共交通の再
整備に対する一定の責務が発生するため画期的といえる｡ さらに ｢中間整理｣ には ｢権利を法
律に規定してもそれを裏打ちする施策を充実していかなければ移動権は充足されない｣ とあり,
ルーラル地域における公共交通の維持・再生を図る上で評価できる｡ 但し, 公共交通を ｢移動
の保障｣ と環境及び福祉的視点で捉えているが, 地域振興の ｢装置｣ としての役割と連動させ
ていないほか, 地方分権に基づく施策の充実には大幅な行財政権の地方移譲が不可欠なため
｢交通施設を誰もが利用しやすいもの｣ とする努力義務に収斂する可能性も否定できない｡ そ
れでも旧法案には国の責務として交通に関する施策の総合的な策定・実施, 地方自治体への権
限移譲と国関与の縮減等 (第条)が盛り込まれ, 財源の移譲は包含されていないが, 国の施
策としてルーラル地域における ｢交通施設の整備の促進及び輸送サービスの確保その他必要な
措置を講ずる｣ (第条)と定めている｡
例えばフランス国内交通基本法 (年	号)の場合, ｢あらゆる人々の移動する
権利｣ と ｢交通手段を選択する自由｣ (第条)を認め, 計画の枠内における地方分権に基づく
国と関係自治体の協力 (第
条)と公共輸送の整備 (第条)並びにルーラル地域等に対する国
の責務 (第条)を明確に定めた｡ 同基本法は ｢議会が法律を以て定めるべき特定の事項につ
いて, 政府の要請に応じて授権｣ (フランス第五共和制憲法第条, 条)される, 政府が議
会に代わって立法権を行使できる委任立法権 () に基づき, 年月日
付け ｢	
｣ (年月日施行)に根拠を有する｢交通法典()｣) の
制定・施行 (年月日) により, 同法典に受け継がれ廃止となった｡ 同法典は複雑化
した国内交通基本法を含む交通関連法制を整理・統合する性格を有し, の条文で構成さ
れるが, 交通権に関する規定 ｢｣ の節, 	条から	条) をは
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) フランス ｢交通法典｣ の条文は !"#$$#"## %&$'%&()*+%,-%
.,/01*%0

を参照のこと｡
じめ国内交通基本法の基本的条項を受け継いでいる)｡
｢地域主権｣ を掲げる民主党政権が年中の成立を目指す交通基本法の成案が, フランスの
法典に近づくか否かは今後の政治主導の有り様にかかっていた｡
() 交通基本法案策定の経緯と ｢移動権｣ の削除
辻本清美元国土交通省副大臣は年月日の記者会見で ｢移動権｣ を保障し, 障害
者や高齢者に配慮した交通の実現を目指す交通基本法案を年の通常国会に提出したいとの
考えを示した｡ 従来, 自公政権が ｢交通権｣ や ｢移動権｣ を明記した法律を制定しなかった理
由は, 不採算路線からの撤退の自由を是認する新自由主義的な思考に基づく規制緩和政策の推
進を前提に, 自家用乗用車の生産・販売を中心とする大手自動車メーカーへの配慮や, 移動の
権利を主張する過疎地域等住民による裁判闘争の激化及び公共交通支援に要する予算増額を懸
念したためである｡ にもかかわらず, 国土交通省が ｢移動権｣ を包含した交通基本法の制定を
目指すに至った理由は, 公共交通への支援に関し, ドイツではわが国の民主党政権が年総
選挙においてマニュフェストの最大の ｢売り｣ とした高速道路無料化に伴う予算にほぼ匹敵す
る約兆円規模の予算を計上しており, ｢二酸化炭素排出量を年までに年比で％,
年比で％削減して地球温暖化の防止を図る｣ とする民主党の環境政策及び少子高齢化
やルーラル地域における ｢交通弱者｣ 問題解消策と, マニフェストとの整合性を求められた結
果でもあった｡
政府提出法案として成立を目指すことになった民主・社民両党は, 政権交代後間もない
年月, 国土交通省に交通基本法検討会を設置し, 関係者からのヒアリング, パプリッ
クコメントを行う等, 法案制定と関連施策に関する検討に着手, 年月には ｢中間整理｣, 	
月には ｢基本的な考え方｣ をまとめた｡ 同省は, 年月から年	月まで回に及ぶ会
合を開き各界からの意見を聴取したが, 多くの時間を人流関係, 特に ｢移動権｣ の取り扱いに
費やし, 物流に関する審議は年月日に開かれた回目の会合の回に過ぎない｡
国土交通省は年
月, 地方の路線バスや地域鉄道, 離島航路が人口減少等による採算
悪化で事業を撤退若しくは規模を縮小する現状に鑑み①全国民が移動手段を確保できるよう,
路線バスや地域鉄道, 離島航路等の地域公共交通ネットワークを支援する, ②交通体系の整備
が航空や鉄道, 道路等, 別々に計画・実施されてきたことを踏まえ, 国や都道府県に対して総
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) 韓国の交通基本法関連については交通権学会編 『交通絵基本法を考える 人と環境にやさしい交
通をめざして』 かもがわ出版, 年月を参照のこと｡
合的な ｢交通基本計画｣ の策定を義務付ける, ③需要に応じて運行するデマンドバスやフェリー
の公設民営化等に取り組む, ④年の通常国会に ｢移動権｣ を保障する交通基本法案を提出
する, ⑤予算措置については年度予算の概算要求の中に ｢特別枠｣ として盛り込み, 年
度予算 (億円) 比約倍の億円以上を要求するとの意向を示した｡ また, 三日月元国
土交通副大臣は ｢移動権｣ の意味を ｢どこにいても, どんな状態にいても広い意味で移動する
権利｡ 違うことばで言えば交通権だと解釈している｣) と述べ, 従来の地域公共交通に係る補
助金等の支援策を一本化した ｢地域公共交通確保維持改善事業｣ を ｢地域公共交通の確保・維
持・改善の推進～生活交通サバイバル戦略～｣ の名称で創設する構想を打ち出すと共に, ｢限
られた予算の中で都市部と地方のどちらを優先するかを国民に問いかけている｡ 他に交通手段
がなく, 赤字を前提に運営, 運行を余儀なくされている地域・地方を中心に支援することが求
められているのではないかと考え, 制度設計を進めている…… (中略) ……地方, 山間部, 離
島を優先的に支援することを検討している｣) として事実上ルーラル地域を当面の支援先と考
える意見を表明した｡
しかし, 年月頃までには各界の激しい抵抗を受け, 交通基本法案への ｢移動権｣ 明
記が困難視されるようになる｡ 国土交通省の交通政策審議会 (国交相の諮問機関)小委員会は
日, 交通政策の基本理念を定める性格を持つ交通基本法について, 生活に最低限必要な
｢移動権｣ を盛り込むのは時期尚早とする報告書案をまとめた｡ 同案は ｢権利内容を給付する
ためには, それ (筆者注	移動権) を裏打ちするだけの財源が必要となり, それが整わなけれ
ば行政府は不作為を問われることとなる｣ 等, 行政論からの観点や法制論, 社会的実体論から
問題点を列記している｡ これ等は自公政権のときに議論された問題であり, 論点が再度蒸し返
された形である｡ 年月に出された交通基本法検討会の ｢基本的な考え方 (案)｣ では, ｢健
康で文化的な最低限度の生活を営むために必要な移動権を保障されるようにしていくことが,
交通基本法の原点｣ と位置づけられ, 民主党が政権交代時に掲げた政策転換の方向性が明確に
示されていた｡ ところが妥協を重ねるうちに法案の主柱的理念が次第に薄れ, 年末には馬渕元
大臣も ｢移動権｣ の明記にこだわらないという趣旨の発言を行うに至ったのである｡
原案に反対したのは自家用乗用車の生産・販売を中心とする大手自動車メーカーに止まらず,
同法案の恩恵を最も享受するはずの地方路線バス事業者や地域鉄道事業者も同様であった｡ 大
幅な補助金の交付は歓迎するものの, 撤退の自由が脅かされ, 不採算路線の ｢義務的｣ 維持が
ルーラル地域における公共交通の維持・再生と交通基本法案
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) 共同通信, 年月日｡
) 自動車新聞社ニュース, 年月日｡
経営の安定に寄与しないと判断したのである｡ さらに交通政策審議会小委員会は前述の通り,
財源難と住民訴訟の頻発並びに各地から道路や交通網整備の要求が相次ぐことを恐れ, ｢移動
権｣ の是認を ｢時期尚早｣ として先送りした｡
このような経緯を経て国土交通省は法案に, 最低限の生活道路や交通網整備の必要性を規定,
高齢者や障害者に対する交通手段の確保を盛り込む一方で, すべての人に与えられる権利とし
ての ｢移動権｣ 明記を断念, 具体的な交通網の整備目標は政府が策定する ｢交通基本計画｣ で
決めると方向付けするに至った｡ こうして年月の国土交通省 ｢中間整理｣ で ｢法の根幹｣
と位置づけられ, 原案で ｢国民の交通に対する基本的な需要が充足されなければならない｣ と
規定され, ①日常生活に必要不可欠な交通手段の維持と確保, ②高齢者や障害者の円滑な移動,
③国際競争力や地域の活力の向上, ④地球温暖化防止等を基本方針とし, 国が住民の意見を聴
取しつつ施策に取り組む, ⑤交通手段ごとの国の政策がばらばらとの批判を踏まえ ｢道路, 鉄
道, 海上, 航空の間の連携強化を促進する｣ として総合交通体系の整備を示したにもかかわら
ず, 結果的には自公政権当時からの諸問題を整理できず, 好意的に見ても ｢ないよりはマシ｣
程度の法案に収斂したのである｡
交通基本法案は ｢移動権｣ を除外して年月日に閣議決定されたが, 国土交通省は
｢人口減少・少子高齢化の進展等, 交通を取り巻く社会経済情勢が変化する中, 国民生活及び
経済活動にとって不可欠な基盤である交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため,
交通に関する施策の基本理念を定め, 国と地方公共団体, 事業者等の責務を明らかにすると共
に, 交通に関する施策の基本となる事項等について定める必要がある｣ との認識下, ｢国民等
の交通に対する基本的なニーズの充足, 交通の機能の確保及び向上, 交通による環境への負荷
の低減, 交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率的な連携, 連携等による施策の推進, 交通
の安全の確保といった交通に関する基本理念等を定めること｣ を法案の基礎とした｡ さらに国
と地方公共団体の責務に関しては ｢交通に関する施策について, その基本理念を定め, 国, 地
方公共団体, 交通関連事業者, 交通施設管理者及び国民の責務を明らかにすること｣ となって
いる｡ また実効性を担保する基本的施策は ｢国及び地方公共団体が講ずる交通に関する基本的
施策について定める｣ とするが, 交通基本計画の策定は ｢交通に関する施策の総合的かつ計画
的な推進を図るため, 政府は交通基本計画を策定｣ し, ｢交通の動向及び政府が交通に関して
講じた施策について, 毎年国会に報告 (筆者注年次報告) を行う｣ とされ, 地方自治体レベ
ルの交通基本計画策定の義務を明示していない｡
香 川 正 俊
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. ｢地域公共交通確保維持改善事業～生活交通サバイバル戦略｣ と交通基本法
() 国の新たな地域公共交通政策の概要
｢地域公共交通確保維持改善事業～生活交通サバイバル戦略｣ は前述の通り, 成立を前提と
する交通基本法の関連施策として年度予算編成における ｢元気な日本復活特別枠｣ を含
む既定予算の倍に当たる億円を投入する, 地域公共交通の確保・維持を包含した新た
な補助制度である｡ 同事業は既設各補助制度の①期限限定の立ち上げ補助, ②事後的な欠損補
助等の問題を抜本的に見直し, 各種制度と予算を統合した上で, 独立採算では確保不能な地域
において公共交通を効率的に確保・維持するために必要な支援と, バリア解消の促進を図る目
的で導入された｡ 事業内容は, 一定の地域公共交通を確保・維持する ｢地域公共交通確保維持
事業｣, ノンステップバスや福祉タクシー車両の購入等の ｢地域公共交通バリア解消促進事業｣
及び ｢地域公共交通調査事業｣ を加えた事業に分類される｡
但し, 制度設計の背景には年月の行政刷新会議による ｢事業仕訳け｣ において, 従
来の ｢地域公共交通活性化・再生総合事業費補助｣ 制度が ｢直ちに廃止｣ と結論付けられ, そ
の代替制度等として制度化された経緯がある｡ しかも年度予算編成過程では特別枠要望の
順位付けを行う評価会議が ｢低コスト化, 真に必要な分野・地域への重点化｣ を条件づけた結
果, 補助対象事業は必要最低限度内に抑制された｡
() 地域公共交通確保維持事業と交通基本法案をめぐる諸問題
評価会議の条件付けに基づき, 一定の地域公共交通を確保・維持する ｢地域公共交通確保維
持事業｣ は, 法案作成過程の中で変質し続け, 基本的に鉄道及び市町村が赤字補填中の公共交
通を対象とせず, 橋梁のある航路を運航するフェリーも補助対象外となった｡ そのため, 経営
基盤の脆弱な地方鉄道や補助事業の基準に合わない路線バス及びフェリー事業者は経営破綻の
恐れが高まり, より低コストのコミニュティバス・福祉・乗合タクシー等への転換を促す可能
性が高まるのは必然である｡ これ等は非常に重大であり, 重ねて強調しておかなければならな
い事柄である｡
しかし鉄道を廃止し, バスに転換した場合の乗客転移率は％～	％と低く, ルーラル地
域では転換バスも次第に利便性を減じて公共交通の空白地帯が生まれ, 地域経済が疲弊して住
民生活に案影響を及ぼす ｢負の循環｣ が常態化している｡ 鉄道が有する地域経済や環境改善等
に対する社会的価値の評価手法は鉄道運輸機構が公表したが, 地方鉄道の取り扱いとバス転換
の是非は社会的価値と財政負担との均衡を考慮して決定すべきである｡ また ｢地域公共交通確
ルーラル地域における公共交通の維持・再生と交通基本法案
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保維持事業｣ による補助を受けるには都道府県, 市区町村, 交通事業者若しくは交通施設管理
者で構成する ｢生活交通ネットワーク協議会｣ の開催と, 地域の特性・実情に応じた最適の移
動手段を提供するための取り組みに関する ｢生活交通ネットワーク計画｣ の策定が前提となる
ため, 東日本大震災の被災地では, 同協議会を開催できない場合, 路線バスや離島フェリー等
に対する支援と運行再開が困難になる恐れがある｡ 従って何らかの特例措置が不可欠であるが
同時に, 被害が広範囲に及ぶことから被災地域の包括的復興計画に見合った対処が求められる｡
重要な事柄は回通常国会に上程された交通基本法案 (閣法第号, 新法案とよぶ)と,
同法案関連施策を先取りした ｢地域公共交通確保維持事業｣ 制度の関係である｡ 民主党・社民
党が第回及び第回国会に共同提出した旧法案と新法案を比較すれば, 外国人も利益享
受の対象に含め (新法案第条, 第条), ｢まちづくり｣ や ｢観光立国｣ の観点を明文化 (新
法案第条, 第条)したこと等は評価できる｡ しかし ｢移動権｣ の削除をはじめ重大案件
の取り扱いが後退しており, 特に次の点は重要な問題と考える｡ 第は, 交通施設は ｢大規
模な災害が発生した場合に必要な交通を確保｣ (旧法案第条) するよう整備せねばならず,
｢交通施設の災害に対する安全性の向上並びに住民の避難及び緊急輸送のため必要な経路の確
保の促進その他必要な措置を講ずる｣ (旧法案第条)という危機管理条文の削除である｡ 第
に各種公共交通機関の個別的特長を軽視し, 各種交通手段に係る ｢交通体系の総合的整備｣
(旧法案第条)を単なる ｢有機的かつ効率的に連携｣ (新法案第条)に矮小化した｡ 第は
｢国は, 交通条件に恵まれない地域の住民が日常生活及び社会生活を営むに当たり安全で快適
に移動｣ できるよう ｢当該地域における交通施設の整備の促進及び輸送サービスの提供の確保
その他必要な措置を講ずる｣ (旧法案第条) を, ｢必要不可欠な通勤, 通学, 通院その他の
人又は物の移動を円滑｣ にするため ｢離島に係る交通事情その他地域における自然的経済的社
会的諸条件に配慮しつつ, 交通手段の確保その他必要な施策を講ずる｣ (新法案第条)とし
て移動目的と施策対象地域を一定程度に制限, 事実上鉄道を対象外に置き, 確保すべき地域公
共交通を ｢低コスト｣ の代替交通に収斂させたことである｡
一般に ｢基本法｣ は具体的な権利・義務を定めるものではないが, 個別法に対する優越的な
地位を有し, 国政の重要な分野で政策の基本的な方向を定め, 関連政策の体系化を図る目的で
制定される法律である｡ 従って地域公共交通の選別は, 大災害時における危機管理の観点から
も ｢基本法｣ の要件を満たしていないと思われ, 同法案とその成立を前提とする ｢地域公共交
通確保維持事業｣ には大幅な修正が求められる｡
香 川 正 俊
――
おわりに
第回通常国会に上程された交通基本法案は, 年月日に発生した東日本大震災
のため実質審議が行われないまま ｢閉会中審議｣ 扱い)となり, 第回臨時国会に継続,
同国会も短期日程のため第回国会及び年の第回通常国会に持ち越しとなった｡
交通基本法は ｢理念法｣ であり, 具体的施策に関しては個別法や各種補助制度の内容によっ
て決定される｡ けれども ｢Ⅳ｣ 等で検討したように各種制度は数々の問題を内包しており, ルー
ラル地域における公共交通の維持・再生には今後, 国民的運動による ｢移動権｣ 条項の復活が
必須条件になろう (年月脱稿)｡
ルーラル地域における公共交通の維持・再生と交通基本法案
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) ｢衆議院国土交通委員会ニュース｣ 第国会第号, 平成年月日｡
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